
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人政策研究大学院大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成25年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

【主務大臣の検証結果】

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長 「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に

準拠した減額改定を継続した。

（適用は平成24年6月1日から平成26年3月31日まで）

理事 「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に

準拠した減額改定を継続した。

（適用は平成24年6月1日から平成26年3月31日まで）

理事（非常勤） 「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に

準拠した減額改定を継続した。

（適用は平成24年6月1日から平成26年3月31日まで）

監事 「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に

準拠した減額改定を継続した。

（適用は平成24年6月1日から平成26年3月31日まで）

監事（非常勤） 「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に

準拠した減額改定を継続した。

（適用は平成24年6月1日から平成26年3月31日まで）

　文部科学省国立大学法人評価委員会が行う評価の結果を参考にし、その者の業績に応じて、その額
の100分の10の範囲内で期末特別手当の額を増額し、又は減額する。

　国立大学法人政策研究大学院大学は、政策及び政策の革新にかかわる研究と教育を通して、我が
国及び世界の民主的統治の発展と高度化に貢献することを目的とし、「アジアのプレミアポリシースクー
ルとしての地位の確立・強化」並びに「公共政策大学院の国際ネットワーク拠点としての発展・充実」を
本学の進むべき方向性として掲げている。これらを推進するため、学長のリーダーシップの下、カリキュ
ラム・教育組織の改革、アジアの有力大学等との国際コンソーシアムの構築などの取組を進めている。
そうした中で、本学学長は教職員102名の法人の代表として、その業務を総理するとともに、校務を司
り、所属教職員を統督して、経営責任者と教学責任者の職務を同時に担っている。
　また、法人化後の学長には、教学・経営双方の最終責任者として、強いリーダーシップと経営手腕を
発揮することが求められており、その職務内容が多様化・高度化するとともに、職責が飛躍的に増大し
ていると言えることから、学長の報酬月額については、法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸
給月額を踏まえつつ、業務の実績に関する評価結果を勘案の上決定している。
　さらに、現在の給与水準（１，００９，７００円）についても、民間給与等実態調査（人事院）による大学の
学長の平均標準月額（１，０００，７６８円）と比べても同水準であることなどから、報酬水準は妥当である
と考えられる。

　職務内容の特性や業務の実績、国家公務員指定職適用官職との比較などを考慮すると、法人の長
の報酬水準は妥当であると考える。
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２　役員の報酬等の支給状況

平成25年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,491 10,950 4,477
1,967

96
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,165 2,165
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

2,165 2,165
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

2,165 2,165
（　　　　）

4月1日

千円 千円 千円 千円

1,623 1,623
（　　　　）

3月31日 *

千円 千円 千円 千円

1,623 1,623
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
　　　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

３　役員の退職手当の支給状況（平成25年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「摘要」欄には、具体的な業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った事由を記入する。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

法人での在職期間

法人の長

摘　　要

A理事
（非常勤）

B理事
（非常勤）

C理事
（非常勤）

監事B
（非常勤）

監事A
（非常勤）

法人の長

理事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）

理事C
（非常勤）

前職

A監事
（非常勤）

B監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　中期目標に従い、適正な人員を確保の上、職員一人あたりの業務能率の向上を図り
事務の効率化・合理化を図る。

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　中期計画に定める人件費算定ルールにより算出される総額を踏まえ、社会一般の情勢に
適合したものになるように定める。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　昇給、期末・勤勉手当における勤務成績の反映等

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成25年度における給与制度の主な改正点

特例法に基づく国家公務員の給与の見直しに関連して、以下の措置を継続して実施した。
（教職員について）
・実施期間：24年6月～26年3月
・俸給表関係の措置の内容：行（一）10～7級及び教（一）5級（▲9.77％）

　　　　　　 行（一）6～3級及び教（一）4級、3級（▲7.77％）
　　　　　　 行（一）2、1級及び教（一）2級（▲4.77％）

・諸手当関係の措置の内容：俸給の特別調整額（▲10％）、期末勤勉手当（▲9.77％）
・国と異なる措置の概要：実施開始時期（24年6月～）

（役員について）
・実施期間：24年6月～26年3月
・俸給表関係の措置の内容：役員報酬について指定職相当分（▲9.77％）の減額改定を
　継続して実施した。
・国と異なる措置の概要：実施開始時期（24年6月～）

　① 人件費管理の基本方針

給与種目

基本給

制度の内容

毎年1月1日に勤務成績の判定を行い、5段階の昇給区分に応じて昇給号俸を決定する。

賞与：勤勉手当
（査定分）

勤務成績等を勘案して給与規定に基づき支給
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

72 47.6 8,394 6,330 158 2,064
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 39.3 5,629 4,340 165 1,289
人 歳 千円 千円 千円 千円

50 51.0 9,601 7,198 149 2,403
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

6 51.7 6,382 6,382 158 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 47.9 6,306 6,306 163 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

24 38.1 3,951 3,066 167 885
人 歳 千円 千円 千円 千円

24 38.1 3,951 3,066 167 885

注：在外職員及び再任用職員の区分については、該当者がいないため、表を省略した。

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

任期付職員（年俸制）

特任教授等

その他

非常勤職員

事務・技術

常勤職員

うち所定内人員

医療職種
（看護師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

注：任期付職員（年俸制）特任教授等については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「平均年齢」以下の事項については記載しない。

注：常勤職員医療職種（看護師）については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「平均年齢」以下の事項については記載しない。

うち賞与平均年齢
平成25年度の年間給与額（平均）

総額
区分
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②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

注2：該当者が4人以下の事務技術職員の28歳～31歳、32歳～35歳、44歳～47歳及び48歳～51歳の年齢階層について第1・第3折れ線を表示していない。

注3：該当者が2人以下の事務技術職員の28歳～31歳及び48歳～51歳の年齢階層について平均給与額を示す点を表示していない。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

課長 3 40.8 ‐ 7,907 ‐

室長 2 ‐ ‐ ‐ ‐

副課長 2 ‐ ‐ ‐ ‐

係長 1 ‐ ‐ ‐ ‐

主任 5 39.7 5,193 5,429 5,727

係員 8 35.5 3,684 4,013 4,207

注１：2名以下の年齢階層については、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、「平均年齢」以下の事項については記載していない。

注2：該当者が4人以下の場合には、第1・第3分位を記載しない。

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

注2：該当者が4人以下の教育職員（大学教員）の32歳～35歳および44歳～47歳の年齢階層について第1・第3折れ線を表示していない。

注3：年齢32歳～35歳の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、年間給与については表示していない。

（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

教授 34 54.5 9,368 10,120 10,588

特任教授 1 ‐ ‐ ‐ ‐

14 40.6 7,270 7,879 8,325

研究助手 1 ‐ ‐ ‐ ‐
注１：2名以下の年齢階層については、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、「平均年齢」以下の事項については記載していない。

　

平均年齢

平均年齢

准教授・助教授

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)〔在外職員、任期付
職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均

人員

人員分布状況を示すグループ

分布状況を示すグループ 平均

0

1

2

3

4

5

6

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与

額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人
千

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２

３歳

２４－２

７歳

２８－３

１歳

３２－３

５歳

３６－３

９歳

４０－４

３歳

４４－４

７歳

４８－５

１歳

５２－５

５歳

５６－５

９歳

人数
平均給与額
第３四分位
第１四分位

年間給与の分布状況（教育職員（大 人千円
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③

区分 計 10級 9級 8級 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

標準的
な職位

人 人 人 人 人 人 人
1 2 2 8 7 1

（割合） （4.8%） （9.5%） （9.5%） （38.1%） （33.3%） （4.8%）
歳 歳 歳 歳 歳 歳

～ ～ ～ 48～36 46～28 ～

千円 千円 千円 千円 千円 千円

～ ～ ～

4,536
～

3,723

3,508
～

2,804

～

千円 千円 千円 千円 千円 千円

～ ～ ～

5,968
～

5,004

4,479
～

3,684

～

区分 計 6級 5級 4級 3級 2級 1級

標準的
な職位

人 人 人 人 人 人

34 14 1 1
（割合） （68.0%） （28.0%） （　 　　%） （2.0%） （2.0%）

歳 歳 歳 歳 歳

65～38 47～33 ～ ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円

9,173
～

6,424

6,612
～

5,283

～ ～ ～
千円 千円 千円 千円 千円

12,302
～

8,641

8,779
～

7,019

～ ～ ～

④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

63.4 66.0 64.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.6 34.0 35.2

％ ％ ％

         最高～最低 　　40.1～33.2　　 　　35.1～31.0　　 　　37.2～32.2　　

％ ％ ％

64.2 66.2 65.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.8 33.8 34.8

％ ％ ％

         最高～最低 　　40.8～32.3　　 　　38.1～30.7　　 　　39.4～31.9　　

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

65.2 67.5 66.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.8 32.5 33.6

％ ％ ％

         最高～最低 　　37.8～33.1　　 　　35.1～30.6　　 　　36.4～31.8　　

％ ％ ％

66.0 68.2 67.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.0 31.8 32.8

％ ％ ％

         最高～最低 　　34.5～31.9　　 　　35.1～30.2　　 　　34.8～31.4　　

学長が個別
に定める職

位
助教・助手講師

准教授・
助教授

教授学長が個別に
定める職位

学長が個別に
定める職位 係員

主任
係員

主査
主任

課長
主査

課長
部長
課長

部長
局長
部長

局長

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

(事務・技術職員）

（教育職員（大学教員））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成25年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

年間給与
額(最高～

最低)

注1：6級、5級、4級、1級における該当者が2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

注1：2級及び1級における該当者が2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

 職級別在職状況等（平成26年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

人員

所定内給
与年額(最
高～最低)

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)
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⑤

100.5

110.9

113.9

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 88.5

参考 学歴勘案　　　　　　 97.5

地域・学歴勘案　　　85.9

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／教育職員（大
学教員）／医療職員（病院看護師））

項目 内容

対他の国立大学法人等（教育職員（大学教員)

対国家公務員（行政職（一）／医療職（三））

対他の国立大学法人等（事務・技術職員)

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

・特定の年齢階層の平均年間給与額算出の対象人数が少ないことによる指数への影
響
→年齢階層が36歳～39歳における指数が、対前年度比で「104.9」から「114.6」に上昇
しているが、小規模大学であり、元々の調査対象人員が少ない本学において、昨年度
は管理職が0名であったのに対し、今年度は管理職1名が当該年齢階層に含まれ、管
理職の割合が0％から20％と上昇したことが全体の指数に影響を与えたものと考えられ
る。（管理職を含まずに計算すると指数は92.4となる）
　また、年齢階層40歳～43歳における指数についても、対前年度比で「105.3」から
「118.8」に上昇しているが、元々対象であった管理職1名に加え、今年度は人事異動
により、新たに3名の管理職が当該年齢階層に含まれたことが原因と考えられる。
（管理職を含まずに計算すると指数は101.9となる。当該年齢階層における管理職の割
合についても5名中1名（20％）から5名中4名（80％）となり、給与水準の高い管理職の
割合が増えたことが影響を与えたものと考える）

・その他指数への影響
その他、地域手当勘案の指数をみると、「88.5」と国の水準を大幅に下回っていることか
ら、指数を引き上げているその他の要因として、地域手当の支給割合が一律18％の本
学と、支給割合が混在している国家公務員を比較していることから、対国家公務員指
数が高くなっているものと考えられる。

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　79.8％
（国からの財政支出額　2,640百万円、支出予算の総額　3,305百万円：平成25
年度予算）

【検証結果】
給与水準が高くなっている要因は上記の通りであるが、地域差を是正した水
準では国の水準を下回っており、おおむね適切であると考えている。

指数の状況

対国家公務員　　100.5

　給与水準の適切性の
　検証

教育職員(大学職員）と国家公務員との給与水準の比較指標　112.7
上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基準に、平成25年度の教育職
員（大学職員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指標である。

東京23区内における他の国立大学法人等の給与水準（年額）の比較指標　101.6

【累積欠損額について】
累積欠損額0円（平成25年度決算）

【検証結果】
適切な運用をしている。

【主務大臣の検証結果】
地域差を是正した給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となって
いること等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維
持に努めていただきたい。

　　与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

講ずる措置
適切な給与水準の維持に努めていく
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成25年度）

前年度
（平成24年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

①「給与、報酬等支給額」については、「809,368千円」から「793,179千円」となり、「16,189千円」下
がっているが、これは教員の入れ替えによる教員の不補充や給与減額措置などによるものであ
る。
「最広義人件費」については、「1,522,652千円」から「1,571,345千円」となり、「48,693千円」増加し
ているが、これは外部資金の獲得に伴う教員の積極的な採用（5名）が大きな要因をしめているも
のである。

△ 96,98748,726 △ 23,766

最広義人件費

13,992158,543 141,835
福利厚生費

594,663 522,723
非常勤役職員等給与

13.76 159,019

793,179 809,368

退職手当支給額

△ 16,189 △ 14.95

24,960

△ 2.00
給与、報酬等支給総額

△ 48.77 △ 79.53

△ 3.881,571,345 1,522,652 48,693 △ 63,425

9.68

3.2

16,708 11.78

△ 139,449

中期目標期間開始時（平
成22年度）からの増△減比較増△減区　　分

71,940 36.50

- 8 -


	Ⅰ 役員報酬等について
	Ⅱ 職員給与について
	Ⅲ　総人件費について
	Ⅳ 法人が必要と認める事項

